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令和 2 年度 厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

「治療と仕事の両立支援」に資する大学病院モデルの構築 
 

研究分担者 白土博樹 （北海道大学医学研究院連携研究センター 療養・就労両

立医学分野 療養・就労両立医学教室・教授） 

研究要旨 

 「病気の治療と仕事の両立支援（両立支援）」のために、①大学などの医育機

関の教育研究体制の整備、②大学病院等主たる医育機関の診療体制の整備、③産

業医がいない中小企業等に関する知識の整理と対応法の検討、④ 病院から患者

への情報提供プロセスの院内周知を行う方法の整備、を行った。 
① 大学などの医育機関の教育研究体制の整備：令和 2 年 4 月 1 日より、北海

道大学医学研究院連携研究院に療養・就労両立医学分野を立ち上げ、臨床医学系

および基礎医学系 13 教室の協力を得て連携研究を行うための新体制を整備し

た。COVID-19 のパンデミックのため、分野内のメーリングリストを利用して、

がん治療の経済毒性に関する情報交換を行い、各構成員の治療と仕事の両立支

援への理解を深めた。 
② 大学病院等主たる医育機関の診療体制の整備：令和 2 年 4 月 1 日より、北

海道大学病院腫瘍センターに、医師、看護師、社会福祉士からなる治療と仕事の

両立支援外来を立ち上げ、各診療科からの依頼や各診療科を跨いでの両立支援

を行うための新体制を整備し、実際に療養・就労両立支援指導が開始された。 
③ 産業医がいない中小企業等に関する知識の整理と対応法の検討：安全衛生

担当者に関する知識を整理し、患者の問診表に事業所の人数記載欄を改善し、よ

り広く両立支援が可能となるような対応法を導入した。北海道大学主催の日本

放射線腫瘍学会にて、治療と仕事の両立のシンポジウムを行い、北大病院腫瘍セ

ンターセミナー講習会にて安全衛生担当者の指定を強調して講演した。 
④ 病院から患者への情報提供プロセスの院内周知を行う方法の整備：病院情

報システム（電子カルテ）を改良し、両立支援に必要な書式での意見書作成を可

能とした。 
研究協力者 

篠原信雄 （北海道大学大学院医学研究院  腎泌尿器科教室・教授） 

青山英史 （北海道大学大学院医学研究院  放射線治療学教室・教授） 
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Ａ.目的 
「病気の治療と仕事の両立支援（両立

支援）」のために、医療機関側が患者か

らの就労情報を的確に聞き出すことが重

要である。それにより、両立支援に当た

って医療機関側は、事業所の産業医等

から、患者の就労状況を的確に把握し

て、就労の可否や復職の条件等を判断

することが可能となる。 
しかし、従来の医師は両立支援に関し

て大学にて十分な教育を受けておらず、

卒後研修でも、就労支援に関するトレー

ニングを受けることもなかった。産業医が

いないことも多い中小企業の場合には、

事業所側と医療機関との両立支援に関

する配慮はさらに難しく、患者への支援

体制が弱い状況にある。 
そこで、昨年度は、既存の文献検索を

もとに、大学病院、医育機関、研究機関

側の体制整備のための準備を行った。

今年度の目標は、それらを実際に整備

し、運用を開始することである。そして、

本研究の最終目標では、我が国の「が

ん治療ガイドラインに、両立支援へ配

慮することを盛り込む」ことを、本分

担研究のビジョンとした。 
 
Ｂ.方法 
昨年度掲げたビジョンのもと、以下

の 4 つのミッションに関して、それぞ

れ研究を開始した。①大学などの医育

機関の教育研究体制の整備、②大学病

院等主たる医育機関の診療体制の整

備、③治療に関わる医学界の意識の改

革、④病院から患者への情報提供方法

の課題抽出と対策の考案とした。 

Ｃ.結果 
１．大学などの医育機関の教育研究体

制の整備 
 令和 2 年 4 月 1 日より、北海道大学

医学研究院連携研究院連携研究セン

ターに「療養・就労両立医学分野」を

立ち上げ、研究分担者自らが「療養・

就労両立医学教室」を医学研究院内に

立ち上げた（図１）。臨床医学系および

基礎医学系 13 教室の協力を得て、連

携研究を行うための新体制が整備さ

れた。COVID-19 のパンデミックのた

め、分野内のメーリングリストを利用

して、がん治療の経済毒性に関する情

報交換を行い、各構成員の治療と仕事

の両立支援への理解を深めた。 
 
２．大学病院等主たる医育機関の診療

体制 

令和 2 年 4 月 1 日より北海道大学

病院腫瘍センターに、治療と仕事の両

立支援チームを立ち上げ、両立支援外

来を行うための新体制を整備し、実際

に療養・就労両立支援指導が開始され

た（図２）。COVID-19 禍のため、積極

的な紹介ができず、実際に両立支援指

導を行ったのは年間６名（血液内科 4、
腫瘍内科１、呼吸器内科 1）であった。 
 
３．治療に関わる医学界の意識 
①中小企業等に関する知識を整理し、

それに対する対応法をし、産業医がい

ない場合でも安全衛生担当者により

両立支援が可能となる点を活用する

ことが重要と判断した。患者の問診表

に事業所の人数記載欄を改善し、より
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広く両立支援が可能となるような対

応法を導入した。 
②北海道大学主催の第日本放射線腫

瘍学会 33 回学術集会(R2.10 月)にて、

治療と仕事の両立のシンポジウムを

行い、厚労省・産業医大・患者団体等

の講演に加えて、研究分担者自らが登

壇し、中小企業への対応策の重要性を

強調し、放射線治療関係医師・看護師

らの意識を高めた。同シンポジウムは、

ウエブ上でオンデマンドにて学会参

加者は R3.3.31 まで視聴可能とし、多

数の視聴者を得た。（図３） 
③北大病院腫瘍センターセミナー講

習会(R3.2 月)にて安全衛生担当者の

指定を強調して講演した。聴衆の中か

ら安全衛生担当者の資格取得を目指

すことにしたという方からのメール

があった。（図４） 
④ 公益財団法人（内閣府所管）札幌

がんセミナーの発行する THE WAY 

FORWARD に「治療と仕事の両立」を寄

稿した。（図５） 

 

４．病院から患者への情報提供方法 

看護師・MSW と医療情報部と連携

して、病院から患者への情報提供プロ

セスの院内周知を行う方法の整備を

した。病院情報システム（電子カルテ）

を改良し、医師が、両立支援に必要な

書式での意見書作成を電子カルテ上

で行うための画面を構築した。また、両

立支援を行った患者のデータベース

を構築し、MSWが病院情報システムに、

病院情報端末から同データベースへ

の入力が可能になった（表１）。 

E.結論 

治療と仕事の両立支援について、小

規模事業場の特徴をふまえ、医科大学

での教育、大学病院などでの題を抽出

し、それに対する対策を実際に開始す

ることができた。次年度は、同取組を

若手医師に教育し、さらにその普及に

努めることとしたい。 
 

Ｆ. 学術大会の開催 

1. シンポジウム５「がん患者と治療の

両立支援「放射線治療が期待されて

いること」（オーガナイザー：立石清

一郎、白土博樹）を日本放射線腫瘍

学会第 33 回学術大会（大会長 白

土博樹）. 2020.10.1-3. 札幌(web開

催)にて、開催。 
 
Ｇ.学会発表 
１．白土博樹．がん治療と仕事の両立

―放射線治療医が期待去れている

こと．シンポジウム５「がん患者と

治療の両立支援「放射線治療が期待

されていること」日本放射線腫瘍学

会第 33 回学術大会. 2020.10.1-3. 
札幌(web 開催) 

２．岩崎由加子、白土博樹、青山英史、

立石清一郎、高橋健夫、茂松直之．

がん放射線治療における仕事とと

の両立に関する全国施設アンケー

ト調査結果．日本放射線腫瘍学会第

33 回学術大会. 2020.10.1-3. 札幌

(web 開催) 
３．白土博樹、石岡明子、渋谷麻実．

医療の経済毒性と「治療と仕事の両

立．2020 年度第 8 回北海道大学病
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院腫瘍センターセミナー. R3. 2.19. 
札幌 (web 開催) （図４） 

 
H. 論文業績 
１．白土博樹．治療と仕事の両立．

「「がん」で苦しむ人を 1 人でも減ら

したい」．２．がんの治療．THE WAY 

FORWARD.No.18. 2020.12.1.ISSN 

2187-3127. （図５） 

 
Ｉ．研究に関連した実務活動 

① 令和 2 年 4 月 1 日より、北海道大

学病院腫瘍センターに、医師、看護師、

社会福祉士からなる治療と仕事の両

立支援外来を開設し、両立支援を開始。 
② 令和 2 年 4 月 1 日より、北海道大

学医学研究院連携研究院に「療養・就

労両立医学分野」、同分野内に「療養・

就労両立医学教室」を開設し、自らが

同教室の専任教授として赴任した。 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 
 

 
（参考資料） 

図１．北海道大学大学院医学研究院連携研究センターHP より 
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図２．北海道大学病院腫瘍センターHP より 
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図３．放射線腫瘍学会第 33 回学術大会でのシンポジウム 

 
図４．北海道大学病院腫瘍センターセミナー 
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図５．THE WAY FORWARD 寄稿文 
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表１．両立支援外来データベース項目 

 

項目１ 項目２ 項目３ 項目４
患者ID 事業場名 利用可能な制度：企業情報 療養・就労両立支援指導料

算定回数

患者氏名 従業員数 健康保険の種類 相談支援加算算定回数

年齢 勤務情報記載者 高額療養費制度区分 支援後の復職の有無

性別 職業：問診票 傷病手当金受給の有無 支援開始日　(初回相談時）

診療科 職務内容：問診票 家族背景 両立支援外来初回日

主治医氏名 職務内容：企業情報 相談開始の場 支援終了日　（算定日）

関連診療科 勤務形態 勤務情報（文書）の有無 コーディネーター相談回数

疾患名 交代勤務 就業もしくは復職可否意見書
の有無

両立支援外来担当医氏名

がん治療の経験 通勤時間
（片道10分単位）

担当コーディネーター

現在の主な症状 通勤手段 特記


